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わが国の産業政策の経験と課題
浅
?
正 雄
1. はじめに
円の対ドルレートは， 1994年6月後半ついに 100円を割った。ブレトン・ウ
ッズ協定に基づき IMF体制が創設され， 1ドル=360円に決められた 40年程
前には，誰がこの事態を予測し得たであろうか。ここ 2~3年のあまりにも急
激な円高に，我が国の産業・経済界は大きなショックを受け，経営の見直し，
投資計画の変更，雇用調整，生産・販売コストの削減，事業転換，工場や店舗
の程転・配置替などの，いわゆる事業・経営のリストラの嵐の中に大きく揺れ
ている。もし現在の状況を40年ほど前の状況と比較するとするならば，経済の
規模ばかりでなく，産業の体制・組織・構造・機能などの点においても，その
変化の大きさに驚かされるであろう。
こうした我が国を取り巻く状況は，ボーダーレス化の嵐と呼んでもよいであ
ろう。経済の自由化・国際化とは，国内市場が自由競争をするだけではなく，
産業や企業が国際市場との間でも厳しい競争にさらされることを意味する。そ
こで，市場を栂縛している公的・私的な網の目をはずして経済資源の自由な移
動を保証し，価格・競争メタニズムを効果的に働かせて国民経済や産業を活性
化させ，社会的厚生を高める一方，国内産業に対しては競争に敗れて転業や敗
退を余儀なくされた構造不況産業の救済や産業空洞化に伴う失業や雇用確保の
問題への対策が要請される。これが今日話題となっている広義の規制撒廃．緩
和の問題や市場の競争制限の問題であって，産業政策の一部である％
1)従来の産業政策特に戦後の日本の産業政策は産業活動を規制することが任務であっ・た
が，論理的には，特定の目的のため，特定の産業・業種の規制を緩和することもその
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さらに競争的市場は，そのメカニズムが有効に働く限りでは，経済資源の効
率的利用・配分をもたらすことは，半ば常識になっている。しかしながら，市
場はしばしば失敗する。その典型例は，費用逓減，外部効果，公共財，動学的
状況や不確実性などが存在する場合である。すなわち規模の経済性によって費
用が逓減し，環境に対する正ないし負の外部効果もをち，将来が不確実な状況
の中で異時点間にまたがる資源配分を行っている場合には，市場の失敗が生じ
何らかの政策的対処が必要となる。動学的な状況における政策的対処が必要と
なる領域は，幼稚産業の保護・育成，研究開発・技術進歩の奨励，消費者保護
などの場合である。ここに，産業政策が要請される一つの領域が存在する。
最後に，近年のようなわが国の巨額の貿易黒字を背景とした貿易摩擦の解消
策としての国家政府間交渉による政府調達も産業政策の一部2)といえよう。
わが国の高度経済成長時代の頃，まさに貿易・資本の自由化をしようとした
開国前夜，わが国の産業・経済を外国からの嵐に晒らすことに対して，産業界
・政府（通産省）・エコノミストとの間で大激論が戦わされたことがある。問題
の焦点を象徴的に言えば，自由化か保護か，あるいは競争か寡占か， 日本経済
の現状及び将来の発展にとって，そのいずれが望ましいかということである。
こうした喧々器々の議論が続き，外国からの開国要求が急速に強まってくる
中，その現実的対応を迫られたわが国政府は，できる限り開放を遅らせ，その
間に国内産業を合理化し体力を付ける政策をとってきた。戦後のわが国の驚異
的な経済発展を支えた一要因として，こうしたわが国政府による産業政策の貢
献がしばしば高く評価される反面，外国との間の貿易摩擦が深刻化するにつれ
て， 政府・産業一体の“日本株式会社”の政策として非難や批判が起こった
り，研究者の中には，この産業政策が果たした役割は他の要因に比べれば皆無
に等しいという評価もある。
わが国の産業政策について，積極的評価をするにしろ，消極的評価を支持す
役割であるといえよう。
2)鶴田「水平分業時代の産業政策」日本経済政策学会「世界の中の産業策」 p.42. 
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るにせよ，わが国経済は，すでに高度経済成長の時代を造か昔に終えている。
1970年代以降のわが国経済の状況や問題の多様化・複雑化を考えた場合，産業
政策の今日的課題は，上記になぞらえて言えば，効率か公正か，そして分権か
集権かというような問題の再構成ないしは新たな視座への接近・対応が要請さ
れているともいえるであろう。
このように述べれば，今日では，産業政策そのものの概念や産業政策論のカ
バーすべき範囲・領域は，ある程度確定しているかのように見える。しかしな
がら，上記の内容がなにを意味するかについて，これまでのところ理論的にも
実証的にも十分検討された問題であるとはいえない。ようやく最近の研究によ
って，それが明確にされ接近方法が開拓され，実証的研究も徐々に行われるよ
うになってきたものの，概念そのものがまだ十分成熟していないし，政策手段
やその効果についての研究はなおさらである。近年のような急激な国際化，技
術革新の進展，産業構造の変化に対応して，産業政策の有効性を理論的・歴史
的に検討し，あり方を根本的に考えてみる必要がある。
まず，さしあたり，産業政策の歴史的経験を再点検し，これまでの議論を整
理し，産業政策論の課題を抽出し，産業政策の限界を明らかにすることが有意
義であるように思われる。
ただ本稿では，紙幅の制約上，産業政策の概念規定を簡単にした上で，産業
政策の経験を中心に論じることにする。
2. 産業政策の定義
戦後日本の産業政策の歴史的経験を一瞥する前に，産業政策の概念的意味を
簡単に考察・整理することにする。産業政策が行われた経験を調べたり，政策
手段や政策課題を論究するには，是非とも産業政策なるものの概念や体系を明
らかにせねばならない。そうでなければ，手段や政策についての評価や位置づ
けを行おうとするわれわれの作業が無意味になるからである。
1968年12月の『東洋経済・臨時増刊ーー産業政策論：今後の産業政策の基本
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を探る』記事の中のシンボジウムの冒頭において司会の都留重人教授は「はじ
めに，産業政策という言葉ですが，これはどうも日本特有の用語のようです。
—中略ー一産業政策となると，必ずしもそれがハッキリしていない」3) という
記述が象徴的に語っているように，また貝塚が「産業政策とは通商産業省が行
う政策である」とアイロニカルに述べた4)ように， 少なくとも， 1970年代頃の
段階では，定義とは呼べないような内容のものであった。
また欧米諸国における産業政策なる用語の登場は，わが国より少し新し<'
OECD事務局による UNITEDSTATES INDUSTRIAL POLICY 1970が最
初のものと思われ， それ以降何度かこの語が同機関誌のタイトルにも使われ
たが，現在では，同じく OECDによる INDUSTRIALPOLICY IN OECD 
COUNTRIESという書名の年報が出されているほど産業政策という用語は馴
染深いものとなってきた。
にもかかわらず，産業政策とは何かということになると，貝塚が70年代に述
べた「今までに明確に定義されたことがない4)ということが， なお現在でもほ
ぽ通用すると言っても過言ではない。
しかし最近では，産業政策を経済理論の視点から分析し，その政策的帰結を
評価しようとする意欲的な業績があらわれた。その中で，伊藤らは産業政策を
「競争的な市場機構の持つ欠陥ー一ー市場の失敗ー~ 自由競争によっ
ては資源配分あるいは所得分配上何らかの問題が発生するときに当該経済の厚
生水準を高めるために実施される政策である。しかもそのような政策目的を，
産業ないし部門間の資源配分または個別産業の産業組織に介入することによっ
て達成しようとする政策の総体である」5)と定義する。
さらに小宮らは「産業間の資源配分や，個々の産業の私介業によるある種の
経済活動の基準を，そのような政策が行われない場合とは異なったものに代え
3) 「東洋経済・臨時増刊ー産業政策論：今後の産業政策の基本を探る」 No.3810, 6月
18日号 1974年。
.4)貝塚『経済政策の課題」 p.167. 
: 5)伊藤他『産業政策の経済分析Jp. 7. 
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るために行われる政府の政策を指す」とし，つまりは「ある種の産業における
生産•投資・研究開発・近代化・産業再編成を促進し，また他の産業における
それらを抑制するものである」6)という。
また泉は「産業政策とは，国家がより良い状態の達成を目的として産業活動
に働きかける行為である」， その意味で「生産の増加や，資源配分や，有効競
争や，貿易及び資本の自由化などに関する政策は明らかに産業政策であるし，
景気や物価の安定政策，国際収支の均衡政策なども対象が時に産業の範囲を超
えることがあっても， 主要な対象と目標が産業活動の機構そのものにあるか
ら，これらもやはり産業政策と言っていい」7)と述べている。
以上は専門学者による定義であるが，産業政策担当官庁である通産省の福川
氏は， 「産業政策とは， 市場原理を基礎としながら，第一に公害，貿易摩擦，
大規模なR&Dの難しさ，エネルギー供給の不安などの市場の不確実性を解決
する保管措置を講じるとともに，産業の転換や労働移動を，社会的な摩擦を避
けながらスムースに進める政策である。通産省と民間企業の接触面で見ると，
第ーは，法律による規制， 第二は， 将来のビジョンや指針を提示する情報提
供，第三は，税制や政府金融機関などの間接的な誘導，第四は，通産省による
助言や指導」8)を内容とするものであるようである。さらにかつて通産省企業局
に籍をおいて，まさに産業政策の実施担当者であった両角良彦氏でさえも，産
業政策を体系的に論じていながら，産業政策固有の領域を明記していなかった
し， 政策目標にしても， 従来からの政策手段（たとえば金融•財政政策手段）で
代替しうるものである9)と簡潔に考えられていた。
一部には，産業政策の定義を単に「競争的な市場機構の欠陥に対処するだけ
のもの」とする定義が見られる10)が，それだけでは，戦後のわが国の響異的な
6)小宮他編『日本の産業政策」 p.3. 
7)泉「現代産業政策の理論Jp. 10-18. 
8)小野「実践的産業政策論」 p.125. 
9)両角「産業政策の理論」日本経済新聞社， 1966年 p.1-18. 
10)伊藤他「産業政策の経済分析」 p.8. をみよ。
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経済発展に与えた通産省の影響力を過小評価し過ぎることになるし，また経済
の今日的状況を考えるならば，あまりにも狭陰過ぎるといわざるをえない。
また産業政策の「産業」の意味にしても，通常，工業 (industry)あるいは製
造業 (manufacturingindustry)を指し，農業・建設業・サービス・交通は含ま
れない11)とする見解がある。しかしながら，これまでのわが国の通産省の職掌
では，電力やエネルギー事業がその所管に含まれているし，また経済のソフト
化や情報化が急速に進み，さらにこの傾向が一層進展する将来のことを考える
とき， 上記のように「産業」の概念を狭く規定することは問題であろう。小
野によるまでもなく，産業政策とは，一般に「産業活動に関連した行政府によ
る調整行為」—中略ー一「製造業・流通業だけではなく，農林水産業・土建
業・運輸通信業・金血保険業などおよそありとあらゆる産業活動すべてが対
象」12)というべきである。それにしても， 産業革命の時代から，すでに個人企
業や商業資本や産業を保護したり，彼等に有利な営業上・通商上・貿易上の諸
措置を講じた事実を見るとき，産業政策の概念が発達しなかったことは，誠に
不思議であると言わねばならない。
産業政策に関する従来からの定義は，およそ以上に尽きるのであるが，それ
ぞれ，論考のテーマ，意図，目的などにより異なることはありうるとしても，
余りにも不整序・不明確であり過ぎる。以下の論考においては，我々は上野に
従って，暫定的に次のように定義しておくことにしよう。
産業政策とは， 「一般に諸産業を直接の対象として， 諸産業の保護・育成，
調整・整備を通じ，経済の近代化，国際競争力の強化，経済成長の促進，雇用
の安定，環境水準の保全，国際収支の改善などの何らかの経済・社会的目的を
達成するために，国家あるいは政府が個々の産業もしくは企業の生産・営業・
取引活動に積極的あるいは消極的に干渉し，また商品・サービス，金融などの
11)小宮他「日本の産業政策」 p.3. 
12)小野「実践的産業政策論」 p.130. 
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市場形成あるいは市場機構に直接介入する政策の総称」13)である。
3. 産業政策の経験
定義はさておき， わが国によって今日まで実施され論議されてきた産業政
策の歴史に話題を転じよう。このテーマについては，伊藤らによる文献[36],
小宮 [33], 奥野 [33]らの文献によって，きわめて内容の充実した，ないしは
コンパクトな整理がすでに行われている。幾分屋上屋を重ねることにはなる
けれど，我々の今後の議論のためにも，是非やっておかねばならない論題であ
る。
産業政策の効果に対する評価は後にするとして，現実に政策当局によって行
われた産業政策の手段やその特性を調べることは，産業政策の機能や役割を明
らかにし，その有効性を検討する場合有益である。ただその場合の手段が従来
の経済政策の範疇に属するものや非経済学的なものもあるであろうが，産業政
策論の現在の学問の発展段階からするならば，その範囲をあまり狭く限定する
のは好ましくないであろう。
我々が前節で考察してきたような意味での産業政策は，第二次世界大戦以前
に存在しなかったわけではなく，むしろ戦後のそれと緊密な連続性をもってい
たと考えられる。すなわち，明治維新から1886年頃までの殖産興業化は，主要
基幹産業（維維工業，鉄道，海運業，鉱業）を国が直接経営することによって遂行
されたものであるが，これもある意味では産業政策と言えなくはない。
その後， 1925年には農商務省から商工省が独立するが，これは産業政策を担
当する部署が明確化されたという意味で画期的なものであったといわねばなら
ない。さらに1927年には，商工省内に官民協力体勢のもとで統計の整備や中小
企業への融資を行う「商工審議」が設置されたが，これは，ある意味では戦後
の「産業合理化審議会」やその後の「産業構造審議会」の先駆けとなるもので
あった。このような政策機構とともに， 1931年には「重要産業統制法」が制定
され，これが1938年の「国家総動員法」， 1941年の「重要産業団体法」に強化
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されて，これらは，満州事変を契機にしたその後の軍事国家へ邁進のための産
業経済体制確立の中核を形成した。「重要産業統制法」は， 形式的には民間の
自主規制を中心内容とするものであったが，当時の先端重要産業（鉄鋼，石炭，
レーヨン，セメントなど）の企業合併やカルテル結成に法的根拠を与え， カルテ
ル結成企業の投資額や生産量の決定に介入し統制する強制権限を持つに至っ
た。
次に官庁組織の面では「企画院」の創設 (1937年）が重要である。これは1934
年設置の「内閣審議会」と習年に作られた「内閣調査局」を合併した機構で，
戦後史最強と評される 「経済安定本部」（現在の経済企画庁）と同じような役割
を担うものであった。さらに「企画院」が策定する「物資動員計画」は， 1946
年制定の「臨時物資需給調整法」として復活し，産業政策の手段として活用さ
れた「外国為替予算制度」にも大きな影響を与えたといわれる心
こうして，戦前の機構，政策手法，制度，ならびに財界・官僚などの人的な
面の影署力叫ま， 第二次大戦直後の約15年間の官僚統制的側面の産業政策に計
り知れぬ影善力を与えた点を看過することはできないであろう。
産業政策を機能面からみた場合，前述のようにその大きな転換点は1960年代
にあるというのが，一つの有力な見解である3)が， 本稿では，第二次大戦直後
以降今日までに行われた産業政策を，便宜的に 4期に分けて，具体的な政策措
置や手段を考察することにしよう。
(1)敗戦から復興期 (2)朝鮮戦争に助けられた自立期 (3)IMF・OECDへの
加盟など国際社会への復帰期と高度成長期 (4)石油危機以降の低成長期と巨額
の経常黒字を背景とした対外摩擦期
第 1期
13)上野裕也「産業政策」，『経済学大辞典I』東洋経済新報社，所収， p.665, 1980年。
1)岡澤宏「産業政策概論（上巻）」啓文社 p.156.
2)香西泰「復興期」，小宮編「日本の産業政策」所収 p.27を参照せよ。
3)伊藤他「産業政策の経済分析」東京大学出版会， 1988年 p.23. 
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まず第 1期の日本の荒廃からの復興時期における政策としてどのような手段
が実施され，経済の復興や自立にどのような影響を与えたかということであ
る。後掲戦後の産業政策関連年表を見れば分かるように，まず財閥解体，農地
改革， 改革，労働民主化，独占禁止を主内容とするいわゆる経済民主化政策
が行われる。臨時軍事費の巨額支出，連合軍による占領費用の支払などが原因
の悪性インフレーションに対策を講じるとともに，戦争による廃墟のなか，飢
えと失業に苦しむ国民に対し，食糧・衣料・住宅などの基礎生活物資をいかに
確保し供給するか，そしてさらには資源小国であるがゆえに海外より資源を輸
入し輸出を振興し，わが国経済と国土全体の総合的な立て直しをいかにして図
るかが，国の最大かつ急務の課題であった。そのためには，希少な資源を有効
・効率的に利用することが不可欠であり，その戦略としての答えがエネルギー
資源である石炭・電力や鉄鋼の増産による産業化であった。この実現のため，
46年12月の閣議において，鉄鋼•石炭などの重点生産すなわち「傾斜生産方
式」が決定されたわけである。
こうした工業化の推進のために， 47年には復興金融公庫（後の日本開発銀行）
が設立され，その融資によって石炭，鉄鋼，肥料など重点産業の資金的裏付け
が行われた。ここに注意すぺきことは，これらの産業は，全てセットアップ・
コストが巨額である一方で，その製品価格は公定して安く決められていたとい
うことである。この差額分を埋めたのが復興金融公庫による「価格差補給金」
の供与であった。つまり，これによって重要生産物の価格は低位に維持され，
産業化がスムースに進み，経済全体の拡大が図られたのである。
復興金融公庫によって，これらの産業をはじめ，電カ・海運などの重要基礎
産業への設備投資に必要とされる資金も供給されたが，同時に同金庫の業務は
赤字運転資金融資や公団融資を通じて公定価格体系維持のための核心となっ
た。公定価格を安定的に維持する事により，鉄鋼•石炭は益々増産効果を発揮
し，それを順次他の産業例えば化学肥料や綿紡績の生産能力の拡大へと波及さ
せていった。それゆえ，傾斜生産方式は産業構造を第二次産業を中核とした重
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化学工業化への基礎を築いたものと言える4)。 そしてわが国政府がこのような
産業化を選んだ理由は，それが， (1)規模の経済性， (2)資本集約的， (3)雇用吸収
性という大きな特性をもっていたからであろう。
さらに，重要なことは生産面の回復と同時に，産業組織の面の改革が並行的
に行われたことである。戦前における過度の資本と生産の集中が行われていた
市場を競争的にし，価格による調整機能を有効に働かせるために， 46年10月に
「企業再建整備法」を， さらには47年12月に「過度経済力集中排除法」を制
定して，果敢にも財閥企業を分割し解体したことである。この解体によって，
持ち株会社による一方的な支配から，多くの企業が解放され，企業は危険負担
を背負う制約を受けることにはなるが，自らの意思と判断で企業活動ができる
自由を獲得した。また47年4月の「私的独占禁止法」の公布および同年7月の
「公正取引委員会」の発足は，自由な経済活動の根幹となる公正な競争秩序を
形成し，維持・育成しようとする米国を中心とする占領軍の姿勢表明であり，
後の日本の産業秩序にとって少なからぬ影響を与えたものと言えよう。この法
律は， 53年の改正によって，不況カルテル，合理化カルテルを容認し，役員兼
任，合併など私的独占の予防規定を緩和し，再販売価格維持契約を一定の要件
で認めることになったことなどの競争制限的要素が，独禁法の役割を弱体化さ
せたとよく論難されるが，戦後の産業化のプロセスにおいて通産省の価格機構
に対する介入がしばしば独禁法と衝突し，通産省に厳しい意見が多くみられた
ことは，独禁法の理念が大筋において，わが国の産業組織政策を効果的たらし
めたと見てもよいであろう。
しかしながら，復興金融金庫の資金調達が政府の赤字国債の発行に依拠し，
その国債が日銀引き受けに依存することとなったため，いわゆる“復金インフ
レ”を引き起こした。このインフレを収束させて経済を安定化するため， GHQ
4)傾斜生産方式を正村は戦後の産業政策の原型と評価している。（正村「日本経済論』
東洋経済新報社, 1978年， p.65), また鶴田正俊はこれを戦前の物動計画思想の名残
であると評価する（鶴田「戦後日本の産業政策」日本経済新聞社， p.21)。
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は， 48年12月経済安定9原則によって，財政，金融，物価及び賃金をできるだ
け速やかに安定し，あわせて輸出産業の生産額を最大限度に引き上げるために
効果的な経済安定計画を立案した。 さらに49年3月には米公使ドッジによっ
て，均衡予算の編成，補助金の全面廃止，復興金融公庫の貸し出し全面停止な
ど厳しいデフレ政策が実施された。
以上要するに，この時期全体の産業政策の基調としては，市場機構を基本的
に利用しながらも，産業に直接的に介入する色彩が強く，後半の傾斜生産方式
による特定産業振興策および過度経済力集中排除法や独占禁止法に基づく財閥
解体や企業分割などによる直接統制・介入政策は，遊休化した土地・労働・資
本を配分し，活用するためには不可欠であったと見られる。終戦直後の日本経
済の状況を考えるならば，きわめて強カ・有効な産業政策であったと評価でき
るであろう。
第2期
こうして経済安定をはかる一方， 1ドル=360円の為替レートも固定的に設
定され， 49年 5月には「通商産業省」が設置され，同年12月には「外国為替及
び外国貿易管理法」が公布され， 50年6月の外国技術の導入促進のための「外
資委員会設置法」の施行や同年12月の「日本輸出銀行」（後に日本輸出入銀行と
改称）の設立， 52年 3月の「企業合理化促進法」の公布施行など，技術導入や
輸出振興に役立つ施策や機関の設立，設備投資を促進するための「重要機械等
の割増償却制度」の創設などにより企業の合理化に資する立法措置や制度の新
設が次々行われた。これらの制度の導入は，戦後のわが国の産業の保護・育成
政策が展開されるに当たって重要な意味を持った。とくに「外国為替及び外国
貿易管理法」や「外資に関する法律」は，“原則禁止， 例外自由” とする規律
の大枠を掲げ， 為替管理と資本取引を制度化したものとして極めて重要であ
る。
さらに日本の産業政策を考える場合， 常に念頭におかれねばならないこと
は，復興・自立・高度成長政策や国土政策との関連である。すなわち50年には
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「国土総合開発法」を制定し，その実施計画を策定した。その目的は国土を総
合的に利用・開発・保全し，産業立地の適正化をはかり，そして究極的には社
会福祉の向上に資することにあったのであるが，政策目的の射程におかれたも
のは，天然資源の利用，都市及び農村の規模や配置，産業の適正立地，電カ・
運輸・通信などの公共施設の規模や配置を決め，重点的に開発すべき拠点を決
め，工業や産業をバランスよく効率よく発展させようとするものであったから
である。このように重化学工業優先の資源配分の政策が行われる一方で，国民
が必要としていた食料や必需品は不足していたため， 厳しい配給制がとられ
た。
ともかくも，新産業育成のためにも，資源の効率的利用のためにも，生産・
産業の合理化が是非とも必要であるということが，政府（あるいは通産省）の共
通認識となり，この政策を推進するため，通産省は， 49年には，諮問機関とし
て「産業合理化審議会」（後に「産業構造調査会」と合体して「産業構造審議会」にな
る）を設立した。 この審議会は，非公式な形ではあるが，民間企業や労働者を
参加させることにより．，業界の代表者や官僚と民間人との間の情報・意見の交
換や伝播疎通を図るものであった。この諮問機関はまた，政府の政策形成への
民間部門の参加機会をはじめて提供したばかりでなく，事実上，産業情勢の動
向を調べたり，マクロ政策上の問題を検討したり，政策効果を確認する手段と
して利用するための介入でもあったと見られる。
しかしながら， 終戦から 5年間程の期間の産業政策の特徴が， 「傾斜生産方
式」に象徴されるように，資源・労働・資本・資金・外貨など経済の全ての側
面に及ぶ政府による強力な統制・管理・介入であった」5)が，この「産業合理化
審議会」の設立を契機に，政策方針が徐々に軟化の方向へ転換し始めることに
留意する必要がある。この方向性は，後述のように「産業構造調査会」，「産業
構造審議会」となって一層固まってくる。
5)藪下他編「日本経済ー 競争・規制・自由化ー 」有斐閣， 1992年 p.35. 
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第 1期における総合的産業・経済政策によってわが国産業・経済の供給体制
が整い，政策効果を倍加せしめたのは， 50年 6月に勃発した朝鮮戦争による，
いわゆる朝鮮特需の発生である。この結果，それまでのドッジ・ラインの超緊
縮財政のもとで“安定恐慌”ないしは“ドッジ・デフレ”状況に陥っていた日
本経済は，やがて生産・ 雇用の急速な拡大が起こり，また輸出の増大によって
国際収支制約から解放されるなどして予想もつかない大プームが訪れることと
なった。戦後50年の歴史において，この戦争が，結果的には，民間企業の設備
の新規投資•更新と技術革新のプームを巻き起こし，その後の日本の先進工業
国としての地位を揺るぎないものにさせる礎となったといえよう。
動乱の期間に発生した特需はトラック，綿布，毛布，鋼材，有刺鉄線などの
戦地用品をはじめ，その後の韓国復興用の資材に至るまで，米軍からの発注が
5カ年間に16億2,000万ドルに達し，日本中に，いわゆる「糸へん」，「金へん」
の特需ブームをもたらした。
こうして特需ブームを挺子に，価格統制の廃止や自主的・意欲的な民間企業
の経営によって，再建軌道に乗った日本経済の復興と拡大のペースは予想以上
に速<, 産業調整のための「産業合理化審議会」というコンセンサス形成機構
も整って，産業・経済の統制的色彩は緩和され，順次，より自由な自立した経
済への方向へ転換しはじめたことが注目される。この特需プームも期間中一本
調子に続いたわけではなく，事実，一時，世界的不況に伴う乗り切り策として
多数のヤミカルテルが結成され，通産省の行政指導として「操業短縮」勧告が
行われた。
この期の産業政策の基本的傾向は，産業基盤の整備・拡充と60年代の高度経
済成長政策の下準備となるようなものであった。そしてこの期の産業政策の特
徴は，以前の「傾斜生産方式」のやり方，すなわち 2~3の重要あるいは基幹
になる産業を戦略的に保設・育成するのではなく，合理化された，技術的に優
れた企業を対象として選別し，これを，金融面・ 財政面・税制面から優遇する
制度や措置をとるやり方であった。すなわち前半では，前期後半の統制の縮小
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をさらに促進することを明示しながら，他方通商産業政策実施の基本方針は，
産業の合理化と産業基盤の強化（電力，鉄鋼，輸送などの生産力拡充，コンビナート
の建設，および国土開発）， 新技術産業の育成（石油化学，電子，合成ゴムなど），貿
易の振興など，同時期に政府によって企画された「長期経済計画」の内容や方
向性と符合するものであったことが重要である。より詳しくは， 51年 5月の東
京電力など 9電力の発足， 52年9月の「電源開発棘」の設立， 55年7月の通産
省による「鉄鋼合理化基本対策」， 57年4月の「高速自動車国道法の施行」，ま
た後者では， 55年7月の通産省による「石油化学工業育成対策」の決定， 57年
6月の「電子工業振興臨時措置法」，「合成ゴム製造事業特別措置法」の公布施
行， 58年4月の「日本貿易振興会法」公布施行など，これら全ての施策や事業
体の設立や立法・行政措置は，必ずしも通産省が行うという意味での産業政策
とは限らないが，たとえそうであっても，それらは通産省の政策の基本方針に
沿ったものである。
このようにこの期の産業政策の目標として注目すべき点は，産業に対して直
接的な介入を避け，目標を与えて誘導する方策を基調としながらも，政策的に
必要な部門に対しては，個別の特殊な立法などによって強力に保護・育成を図
ろうとした6)ことである。
鉱工業生産水準が戦前 (1934~36年）水準を上回ったのは， すでに51年のこ
とであり，翌年には，国民所得水準も戦前の水準に達したと見られる。そして
55年頃にはテレビ・洗濯機・ 電気冷蔵庫などの“三種の神器”が登場，国民の
消費生活も豊かになり， 56年の経済白書に「もはや戦後ではない」という有名
な言葉が登場する。こうして産業構造の高度化＝重化学工業化によって，就業
機会の拡大や国民所得の増大を伴って，大量生産から生み出される製品•生産
物は，順次，国民の間に普及・ 浸透するようになるとともに，加えてその余剰
生産物は輸出するという傾向が急速に展開するようになる。
6)日本開発銀行『日本開発銀行二十五年史」 1976年 p.80. 
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第 3期
この期になると，従来から産業政策の対象とされた鉄鋼・自動車・家電など
様々な産業が自立を果たし，新たに石油化学・合成繊維・合成樹脂・一般機械
・電子などの成長産業が政策の対象となった。その場合の育成されるべき産業
の策定基準としては，生産性上昇率基準， 所得弾力性基準などである”とされ
た。
59年の対前年度経済成長率は実に14%以上にも達し，成長の勢いに乗って，
60年12月， 池田勇人首相の時， 「国民所得倍増計画」が閣議決定されることに
なる。輸出• 投資主導による成長の促進を集中的にはかるため，マクロ経済政
策は，財政と金融手段を巧みに組み合わせた，いわゆるポリシー・ミックスが
用いられたが，とくに金融政策は， 50~60年代にかけてのわが国の，ォーバー
ローン，オーバー・ボロウイングという特殊な金融構造のもとで人為的な低金
利政策が採られ， さらには日銀の窓口規制（行政指導）を通じて， 企業の高い
設備投資を実現したり，投資量をコントロールしたりした。
先進諸国に追い着き追い越すいわばキャッチ・アップ思念が国民意識や政策
当局の標語ともなって産業・経済の復興・自立を成し遂げ， 国際社会へ復帰
し，輸出も拡大した。その結果， 60年6月に公表された第12回通商白書は，ゎ
が国の輸出量が戦前水準を突破と記述している。それとともに欧米諸国からは
貿易・資本の自由化の要請を迫られるようになってきた。 60年6月，貿易自由
化促進閣僚会議は， 「貿易・為替自由化計画大綱」を決定し， 3年後の貿易自
由化率を80%に引き上げる目標を掲げてから， 日本経済の国際化は， 63年4
月， IMF8条国への移行勧告を受け， 64年4月には OECDへの加盟が実現す
るなど急速に展開されることになる。
終戦直後以降つい最近に至るまで，わが国の産業政策当局者の脳裏を離れな
かった問題は，おそらく国民生活の充足のためのキャッチ・アップ病と資源小
7)奥野「戦後日本の産業政策と競争社会」，藪下他編「日本経済ー競争・規制・自由化』
有斐閣， 1992年，所収 p.36.
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国であるがゆえの貿易立国体制の確立ではなかったであろうか。この仮説が正
しいとするならば， とるべき産業政策は， 当然， 国内産業の回復， 育成であ
り，そのための保護策や自由化の引き伸ばし策であることになる。最初から自
由化を導入し，競争メカニズムが有効に働く場を設定することこそが，わが国
経済の速やかな復興・自立• 発展につながるという見解があるとすれば，それ
は現実を無視した理想論のそしりを免れ得ないであろう。
明白な証拠はないが，産業界も当然のことながら，外国からの脅威を感じて
通産省や政府当局者に， 自由化を遅らせるように迫ったことは想像に難くな
い。差し迫る開放体制を前にして産業政策のあり方について，産業界・通産省
・エコノミストの間で議論が沸騰した。
こうした中，前述したように， 「産業合理化審議会」の発展形態である61年
に通産省内に設置の「産業構造調査会」は産業界の体制整備を具体的に図るた
めのものであった。これを設置した通産省の真の意図は不明であるが，結果的
には，前期までの経済の復興・自由化によって介入権限や機会を失いつつあっ
た通産省が，統制色を取り戻そうとして，官民協調方式という表看板を掲げな
がら，その実，政府介入によって自らの利益を獲得しそうな企業・産業を巧み
に誘導・コントロールしたのであり，市場を通じた自由な競争メカニズムを抑
制することにあったのではないだろうか。こうして競争力強化を図る特定の産
業と政府との間に協カ・協調の場を設け， 「日本開発銀行」の融資・誘導を媒
介として企業合同・提携・共同行為をすすめ，寡占体制を築くいわゆる新産業
体制論の考え方8)が登場することになる。この考え方は，後述のように， 一般
化して言えば，国際水準から見た企業規模の過小性や過当競争によるわが国産
業組織の日本的弱点を克服することをねらいとしたものであるといわれうる。
しかしながら，この方式が，官民協調という名を持つものの，価格機構によ
る調整ではなく， 実体は政府のリーダー・シップによる人為的な統制であっ
8)両角良彦「産業体制論ー通産省側の一提案」『日本経済の現状と課題」第4集 1963年
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て，産業界の自由・自主性を束縛するものであると理解され，この見解を露骨
に表すと思われる立法案「特定産業振興臨時措置法案」いわゆる「特振法」は
国会に三度も上程されながら，結局，金融界・産業界の反対によって廃案とな
った。
事実，こうして対自由化産業体制が整えられ，自由化論議が戦わされる中，
次第に自由化の潮流をせき止めることが困難になった。結局は民間企業による
自主調整に依存するという形を取りながら，政府による日本開発銀行の特別融
資や租税措置の側面的援助を受けて， 63年の三菱 3重工， 66年の日産・プリン
ス， 69年の八幡・富士製鉄の合併9)など， 産業の再編成が断行されたのであ
る。 こうして， この期にわが国の戦後の産業の寡占体制が確立したとみられ
る。この大型合併による産業の再編成が行われる一方，衰退産業や中小企業に
対しても， 63年「中小企業基本法」，「中小企業近代化促進法」， 67年「中小企
業振興事業団の設定」「繊維工業設備臨時措置法」などによって， 企業の合理
化と近代化が図られ，いわゆる“二重構造”の解消にも力が入れられた。
そもそも産業政策論議の発端や沸騰は,59~60年頃に始まる貿易の自由化問
題および67年に閣議決定された資本の自由化問題を契機とする。商品貿易，資
本導入のいずれの問題にしても，わが国の企業・産業の活動はそれまでの政府
による強固な保護政政のもとでのようなわけにはいかなくなったからである。
とくに資本の自由化の問題は， 比較優位理論や幼稚産業保護論の問題を超え
て，わが国産業全般の再編成の問題を提起したからである。そして産業再編成
の問題は，産業構造論の問題として，官・民・学の間で喧々駕々の議論が闘わ
された。
ここに．産業政策論議が．往々にして産業構造の変容の問題として研究され
ることが多い10)が，それは上述の産業再編成論議の中に要因・契機があると見
9)この八幡・富士の合併計画は独禁法の合併制限規定を有名無実化・するものとして，公
正取引委員会は背水の陣を敷かんばかりの対応をしたといわれている。（鶴田「戦後
日本の産業政策」 p.203-4)。
10) 「エコノミストー新産業体制を考える」 1967年4/20日号毎日新聞社 p.32. 
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られる。これとは対照的に欧米の産業政策論議は，言わばマクロ・ミクロ経済
政策論の中に内包されており，そこでは景気循環，経済成長，完全雇用のため
の手段，即ち金融•財政政策と，市場経済の機能を有効にする産業組織政策と
しての反独占政策とが重視されていたに過ぎない。
そしてわが国の鉄鋼業は，当時すでに技術力，生産性のいずれの点において
も， 世界のトップレベルに達していたとみられ，篠原などの自由化賛成論者
は，それまでの設備投資調整•生産調整・価格安定などの産業保護の政策を批
判して，自由化を叫んだ。同氏の所説は，とくに鉄鋼業を取り上げて「ここま
で世界的優越を勝ち得たわが国鉄鋼業は，もはや比較生産費基準から考えても
幼稚産業ではないし，さらに重要なことは，絶対生産費の基準から考えても幼
稚産業ではない」として，貿易・資本の自由化に際しても特別の保護の必要性
を認めない11)と言う強い論調であった。
他方産業界や産業再編成論者達は，自由化に反対する論陣をはった。その論
拠は，まず日本の産業が幼稚であるということであり，自由化が「過当競争」
を招くということであった。それ故，戦後の日本経済の復興・自立• 発展のた
めには， 国内の産業・企業を法的・経済的諸措置により庇護し， 資本の巨額
の蓄積とマーケット・シェアの拡大を図り， 大規模生産による規模の経済性
（スケール・メリット）を享受しつつ，寡占市場を形成し強化するまでの間，自由
化をできるだけ遅延させる必要があるというものであった。このような新産業
体制論＝産業再編成論を，越後は，その論拠としての過当競争論および過小規
模論を徹底的に検討しつつ，結局，両論はカルテル化，企業合同の促進，コン
ツェルン体制の確立・ 強化を図るためのものであり， 「独禁法」を形骸化する
ものであるとして，強く批判する論12)を展開した。こうして，保護か自由化か
の問題は，独占か競争かの問題として，以降，理論的・政策的に大論争される
ことになる。結果的には産業再編成構想が政府，財界から持ち上がり，再編成
11) 『エコノミストー新産業体制を考える』 1967年4/20日号毎日新聞社 p.29. 
12) 「エコノミストー新産業体制を考える」 1967年4/20日号毎日新聞社 p.66-73. 
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は競争力強化とともに独占力強化という両匁の剣となった。
55年代からの高度成長の時代は，しばしば産業政策の第二の転換期といわれ
る。国内産業・経済が離陸を果たし，日本経済を国際経済秩序に適応させるべ
く国際化を図り国内的・国際的に充実発展する時期である。換言すれば，国内
経済の自立により，封鎖経済体制から，海外に目を向ける開放経済体制への大
転換の時である。 60年に閣議決定の「貿易・為替自由化計画大網」は，こうし
た自由化政策の基本指針や実行手順を明示した最初のものであった。 52年8月
には IMFに，続いて55年9月には GATTに加盟というように国際化への手
続きをすでに済ませていたわが国政府としては，この閣議決定は遅きに失した
対応であるといえる。
わが国政府や通政省の対応の遅さに反して，現実の日本経済の関放化は急速
に高まり，事実， 日本の輸出通関実績は， 55年の20億ドル，さらに65年には85
億ドルヘと倍増し，このスピードは世界貿易の 2倍の速さであった13)といわれ
ている。これら輸出の躍進の背後には， 50年以降の「日本開発銀行」や「日本
輸出入銀行」などによる輸出産業に対する低利融資が大きく貢献しているもの
とおもわれる。
こうしたわが国の輸出の急拡大は，当然外国（とくに，アメリカ合衆国）から非
難を受ける14)こととなり， 59年11月の第 1次輸入制限の撒廃，さらに60年の 1
月には第2次，第 3次の輸入制限の撒廃に踏み切り，矢継ぎ早の輸入拡大策が
とられた。
要するにこの期の産業政策は，全体としてみれば，自由化に備える産業強化
のための戦略政策であり，方法論的には前期より後退したとはいえ，介入的な
政策も幾分残していたといえよう。この時期の終わりには，政府や外郭団体に
13)鶴田『戦後日本の産業政策」 p.85. 
14) 1959年のガット東京総会においてアメリカのジロン代表は「日本がドル地域からの輸
入制限を行っている大豆，銑鉄など10品目の輸入自由化を早急に実施しなければ，ァ
メリカは日本商品の輸入割当制適用ということになる」 と主張した。 （鶴田『戦後H
本の産業政策』 p.85-104)
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よる種々の長期・中期のビジョンや計画の出現に合わせるように誘導的な政策
へと転換された。
ともかくも， 60年代の日本経済は，産業構造の高度化，産業組織の多様化，
商品輸出の顕蓄な拡大という特徴に見られるような要因によって急速に発展す
ることになる。
このようにして爆発的な経済発展をみた日本経済も， 60年代後半から，その
影の部分が浮上してくることになる。すなわち産業公害の顕在化，寡占的産業
の市場支配の問題などの出現である。
第4期
戦後の復興・自立をすでに果たした日本経済は，世界たぐい希なスビードの
成長を遂げ， 68年のGNPは自由主義経済中アメリカに次いで世界第2位の地
位を占め，それまで成長の制約要因となっていた国際収支は確実に黒字基調と
なった。しかし，このようなわが国の高度経済発展も70年代の世界経済の激動
に見舞われて，従来のようにはいかなくなった。 71年8月のニクソン・ショッ
クおよび73年10月からの第 1次オイ,Jレ・ショック，さらには79年の第2次オイ
ル・ショックがわが国経済を直撃し，これまで経験したことのないような急激
かつ大きな構造変化をわが国産業にもたらしたからである。 70年代の激動を通
じて明確にわかったことは，まず第一に資源枯渇にともなう成長制約，第二に
輸出主導型の成長から内需主導型の成長への転換，第三にこれまでに完成され
たシステムから絶えず発生する過剰生産物の処理，第四に国民の価値意識の変
容という四つの問題と，これへの対処である。そこで，第一次石油危機以降に
とられた主な産業政策は15¥構造不況業種の調整援助，高度技術産業における
研究開発，投資の促進等の問題への対策であった。
しかし結局のところ，戦後長く産業政策の目標であった先進国へのキャッチ
・アップ指向が，ほぼその任務を終えたこの期には，直接介入政策や産業保護
15)伊藤他「産業政策の経済分析」 p.25-6. 
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政策は民間企業の「自主」的な協力を得難くなったし，外国からの“日本株式
会社”に対する批判の高まりなどから，産業政策の性格も，それまでとは異な
り，受動的・指針的・仲介的なものへと変化した。さらには従来とは大きく内
容の異なる新しい産業政策の目模が登場することになり，日本的産業政策は手
詰まりの状況を呈するようになる。
こうした新たな問題に対して，政府や通産省はただいたずらに手をこまねい
ていたわけではなかった。行き詰まりの産業政策の打開の必要性に気付いた政
府や通産省は， 68年頃から模索を続け，一つのビジョンを構想した。 69年の
『通産ジャーナル』に発表の「産業政策の反省と展開のために」と題する天谷
の論文，及び71年の産業構造審議会による『70年代の通商産業政策』である。
前者では，技術・研究開発・海外資源開発・成長産業の育成など，従来からの
産業政策の観点を継承してはいるが，加えて成長に伴う副作用，すなわち，産
業公害・過疎過密・交通難・物価高などの問題に対処する産業社会政策の必要
性を提起している点が新しい。また後者にあっては， 70年代の産業構造政策，
産業国際化政策，産業技術政策を体系的に論じ， (1)生産第一的発想を転換して
社会環境重視型の政策論を提起し， (2)産業への直接的介入・統制政策を転換し
て価格メカニズムを重視し， (3)従来までの産業構造の重化学工業化に代えて
「知識集約化構想」が新たに提案されている点が注視されよう。
なお，この点に関して71年の産業構造審議会の中間答申もまた， 「ただひた
すらに大規模化を目指すという一点集中的な感覚は過ぎし時代のもの」であ
り，また「ひたすらに国際競争力を強化すればよいという線形の思想の時代は
終わった」と述べている16)0 
そして産業政策論の観点から同中間答申をみた場合，市場経済への政府の介
入領域を， (1)過密・環境破壊 (2)貿易摩擦 (3)技術開発・資源開発 (4)公共財
や準公共財の供給 (5)オルガナイザー機能 (6)新規産業の成長や衰退産業の転
16)鶴田「戦後13本の産業政策」 p.202, 産業構造審議会「70年代の通商産業政策」『通
産ジャーナル」第4巻第 3号， 1971年
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換と17)明確にし，産業施策の役割や射程を明らかにさせた点が注目される。
さらに新たな問題への施策として，高度経済成長の副作用として多発する公
害問題に対しては， 67年8月「公害対策基本法」が公布施行され， 68年6月に
は「大気汚染防止法」や「騒音規則法」が公布され， 70年4月には「過疎地域
対策金緊急措置法」が公布施行される。さらに対外経済摩擦の問題に対して，
政府はOTO(市場解放問題苦情処理推進本部）の設置，市場開放アクション・プ
ログラムの策定などを行った。
ともあれ， 71年代のはじめにわが国経済にふりかかった第一の問題は， 71年
8月に起きたニクソン・ショックの問題である。まなわち，アメリカ合衆国の
国際収支の大幅赤字の存在および固定相場制の事実上の崩壊が，わが国経済に
円切り上げをもたらし，短期的には，これがわが国の輸出産業をはじめ，わが
国経済に大打撃を与え，不況，産業の空洞化，産業構造の大転換を招来する18)
のではないかということである。長期的には，これまでの資本蓄積によって日
本経済には大量生産のシステムが完成されている反面，国内経済は低成長に運
営せざるを得なくなった。第二に，対外的には， 国際的な産業調整（貿易摩擦
の問題を引き起こす）の問題が， すなわち成長によりもたらされた過剰な生産物
のはけ口としての輸出が年々巨額になるという問題が深刻化する一方，他方輸
入は，国内市場に対する長年の保護政策によって形成され築き上げられた閉鎖
的な市場や慣習の問題が大きくクローズアップされ，外国からの非難や自由化
要求が激しさを増すようになった。第三に，高度経済成長の追求は，国内的に
は，生産や産業第一主義，効率主義にとらわれすぎたということであり，消費
者・人間・社会・公正・環境というような視点が等閑に付されていたが，これ
17)鶴田「戦後日本の産業政策」 p.209. 
18) 70年代の最初に襲った円切り上げ問題は日本経済に上述のような大打撃をもたらすも
のと予想し，それ故に円切り上げを回避すべしという見解は，産業界，労働界，国会
の与野党など，国内世論のほとんどにみられたが，これは日本経済とりわけ輸出産業
の能力に対する消極的評価によるといわれている （鶴田『戦後日本の産業政策jp. 
223)。
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らの問題に産業政策として，どのように対処すればよいのかということが大き
な課題となった。しかしこの問題への接近や解決は，従来からの単なる市場経
済の枠組み内では不可能な難問であった。
さらに，巨額の貿易黒字とこれに伴う過剰流動性の発生と，この火種の火勢
を強めるかのような田中角栄首相の「日本列島改造論」を根因とするインフレ
シーョンは， 72年秋頃から始まっていたが，折り悪くこのインフレの最盛期の
73年に，第四次中東戦争によるオイル・ショックがわが国経済を襲った。日銀
によるマネーサプライのコントロールや財政支出の管理すなわちマクロ経済政
策の必要にして機敏な対処さえあれば，オイル・ショックという外生要因が存
在しても，先進工業国最大といわれるインフレをおそらく経験することはなか
ったであろう。政府の経済情勢の判断の誤りと適切な政策的対応を欠いたため
に， 73年から74年にかけて狂乱物価に見舞われることとなるが，その場合の政
府の政策は， 「石油，電力の量的規制や基礎物資の価格統制」に中心が置かれ
ており，これに加えて価格安定カルテル制度の導入によって危機を克服しよう
としていた19)とされる。
こうした政府のカルテル容認政策に対して石油をはじめ，塩ビ樹脂・高圧ボ
リ，アルミ，スレートなどの産業界は，好機とばかりに，いわゆるヤミカルテ
ルを形成した。公正取引委員会は，直ちに対処策を講じて，ヤミ価格協定と取
引制限を疑われる企業の立入検査や違反した企業のカルテルの破棄勧告を行っ
た。
いずれにせよ，このような高インフレほ，終戦直後の戦争インフレを除いて
は，経験したことがなかったので，政策当局の対応も不徹底があったのではな
いかと考えられる。
問題はこの狂乱物価の対応策としての徹底した総需要引き締め政策である。
19) 73年1月16日には．通産省は， この制度の導入をめぐって業界と折衝に当たってお
り，また20日には公正取引委員会に対して価格安定カルテルを，当面，独禁法の適用
除外とすることを正式に申し入れている（鶴田「戦後日本の産業政策Jp. 235-6)。
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すなわち，公定歩合は73年度だけで5回も引き上げられ，年度の公共事業が凍
結され，さらに実需要を押さえ込むために行政指導や法的規制を行ったり，生
活関連物資の一部や基礎物資の価格の引き上げについては事前了承制を設け，
選別的な融資抑制を行った。この厳しい総需要抑制政策の結果， 74年から75年
にかけて，日本経済は，潜在成長力の大幅低下の犠牲を払いつつ，卸売物価を
始め消費者物価の沈静化によってインフレの抑制に成功した。
しかしながら，狂乱インフレが鎮静化した反面，わが国の経済・産業は，そ
の後数年にわたる深刻な構造不況に見舞われ，その産業調整の問題を提起する
ことになった。
構造不況の問題に対してとられた政府の施策は，マクロ政策は控えられ20),
調整援助を主内容とするもので， 78年5月の「特定不況産業安定臨時措置法」，
同年12月の「特定不況地域中小企業対策臨時措置法」及び81年の「特定産業構
造改善臨時措置法」の公布施行であった。とくに「特定不況産業安定臨時措置
法」では， (1)平・電炉製造業 (2)アルミニウム精錬業 (3)合成繊維製造業 (4) 
船舶製造業 (5)ダンボール原紙製造業 (6)肥料工業などを構造不況業種として
指定し，これら産業の過剰設備を廃棄・休止などの処置をするために「特定不
況産業信用基金」が設けられ，この資金を利用して産業界が共同でこの処理を
行うという産業調整がとられたことである。このような産業政策のスタンスに
対して， 「政府が産業調整問題に絡んで積極的に行うべきことは雇用対策の一
点につきる」21)という批判もあるが， 産業調整の問題は価格メカニズムに基本
的に委ねるべきであるという点は同意しなければならないとしても， この場
合，雇用調整のみで，急速な円高状況の下における産業，とくに素材型産業の
過剰設備の問題を処理できたかどうかは疑問である。
なお，この期の政策においては，上記のようなカルテル容認政策が採られた
20)奥野「戦後日本の産業政策と競争社会」藪下・国府・秋山編「日本経済ー競争・規制
・自由化ー 」有斐閣 1992年 所収 p.38.
21)鶴田『戦後日本の産業政策」 p.254. 
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が，かつてのような輸入制限，関税賦課，あるいは不況業種に対する「つかみ
金」的補助と言うような保護措置はとられなかったことを付言しておくべきで
あろう。
さて，産業政策の問題として看過できないもう一つの問題は，わが国と外国
との経済・産業調整ーーとりわけ貿易摩擦の問題である。この問題は，発生要
因やその影響力を考えた場合，単に短期の経済政策や産業政策の問題では済ま
されない深さと広がりを持っている。
国際間の経済・産業調整の問題に対する古典的な理論アプローチには， D.
Ricardによる比較生産費説や F.Listや J.S. Millの幼稚産業保護論をは
じめ，最近に至る種々のこれらの発展バリエーションがあるが，現実の貿易・
通商関係・政策は，これらの理論通りには運んでいない。たとえば，日米間の
貿易・通商問題としては， 55年のいわゆるワンダラー・プラウス事件が有名で
あるが，日本の綿製品輸出がアメリカ市場に大きな打撃を与えたとはいえない
状況にも関わらず，この事件を契機として，わが国による対米輸出自主規制が
実施され，その後日米両国間協定が締結され，以降このわが国による自主規制
は，衣類，履き物，電気製品，号版，鉄鋼，自動車まで拡大され，他国（米国）
の調整コストを日本が負担するという慣行が定着するようになった。
さらに72年 1月に日米両国間で決着をみた日米繊維協定は， 時の米国大統
領， R.ニクソンが南部諸州の政治的支持を獲得するために， 地域の一大産業
であった繊維工業を日本からの輸出攻勢から守るぺく繊維の輸入制限を図る政
治的解決の方策であった。この問題は，その後世界的な広がりを見せ，繊維製
品の大部分が GATTの非対象品目となり，繊維製品貿易は完全な管理貿易体
制下に置かれ，ひいては世界的に保護主義の傾向・ 台頭をもたらすことになっ
た22)と言われる。
このように，わが国と欧米との間の経済摩擦の問題が頻発しているが，とく
22)鶴田「戦後日本の産業政策』 p.265-266. 
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に日米経済摩擦の特徴は， GATT体制のルールによる解決を半ば放棄して，
国家間の政治的ルートを経て，輸出自主規制や価格監視機構の設定など経済・
貿易の管理化によって，国内，国際問題を解決するようになってきたことであ
る。
最近の日米構造協議に典型的にみられるように，マクロ的な政策協調だけで
はなく，通商上の協調が要請されるようになってきた。後者にあっては，言葉
上の表現では無問題のように見えるが，実は国内の保護主義を容認し，国際間
の管理貿易を促進するという点において，国内的，国際的産業調整の，現在及
び今後の大きな課題であるといわねばならない。 80年代における日本の経常収
支の大幅な黒字や国際環境の激変を背景として， 輸出自主規制， スーパー301
条を武器とする政府間協定，輸出貿易管理令による規制， MOSS協議，日米
構造協議等などのように，市場経済のオートノマスな解決方法とは大きく異な
る新たな政治的手段の登場によって，わが国の産業政策の今後のあり方が大き
く問われている。
4. 結びにかえて
わが国の産業政策を具体的，歴史的に再点検してみたが，産業政策の政策手
段には，経済政策における金融財政や財政政策の手段のように，目標＝手段の
関係を明確に規定できないし，普遍的で数量化できる概念がないことである。
この意味で手段や目的の関係を明らかにし，これらを体系化する研究が必要で
あろう。
もとより，経済政策と産業政策との相違点は，言うまでもなく，前者が国民
経済の運営というマクロの観点からの取り組みであるのに反し，後者は，個別
産業を直接対象として産業間・産業内の調整を図り，保護・育成・規制を行う
政策であるといえる。わが国では，特に戦後の経済復興期においては，経済成
長というマクロの目標や計画の下に産業政策も同じ方向性を持って実施され，
またその政策手段も財政・金融・税制など重複することが多かった。しかしな
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がら，マクロの引き締め策とミクロの特定不況業種に対する支援策などミクロ
とマクロとの施策が相反してその効果を減殺することもあったはずである。
次に，産業政策の評価に言及するならば，全体的には，通産省の政策である
産業政策がもっとも効果的であったのは，高成長の始る60年の前後数年である
と結論せざるを得ないだろう。その証は， 54年に発表の通産省企業局編『企業
合理化の諸問題』の中に，通産省の政策の方向性と決意が明確に表れている。
すなわち「合理的な雇用水準を維持しつつ，生活水準を高め，同時に外国より
の援助なくして国際収支の均衡を実現」する事によって経済自立を図り，この
実現のための方策としては「開発主義」よりも「貿易主義」の方向性を選択す
べきことを明らかにし，輸出振興のためには，困難ではあるが重工業，とくに総
合機械・金属工業と化学工業を輸出産業の主力とすべきことを強調している。
こうして，経済の自立や経済成長を図るという政策目標の達成のために，通
産省は，特に， (1)税法上の一連の租税特別措置—~例えば特別償却制度の制定
（産業・企業の資本蓄積を促進） (2)日本輸出入銀行・日本開発銀行・中小企業金
融公庫の設立（資金面からの産業育成機関の構築と豊富で低金利な資金供給） (3)国家
資金による産業基盤投資としての企業合理化促進法の施行 (4)幼稚産業育成の
ための関税障壁・「外国為替及び外国貿易管理法」や「外資法」の制定等，多
種多様な政策装置を用意し整備したが，これらはその後の高度成長に貢献し大
きな意味を持ったといえよう。
産業政策の効果に対する評価としては，アカデミックな経済学者には消極的
ないしは否定的な意見が多く， 高く評価する見解は少ない。肯定的なもので
は，産業政策の全盛期を，わが国の高度経済成長期にあるとするものと，昭和
46年から48年にかけての傾斜生産方式の実施期であるとする見解がある。前者
の代表的な見解をとるのは仲藤ら(36)であろう。
産業構造政策及び産業組織政策を内容とする産業政策は，自由な市場機構・
価格機構の代理あるいは補完の役割を担うものとしてその意義があり，現実に
重化学工業化の促進，国際競争力の強化，雇用の安定化などにおいて果たした
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成果は評価できる。ただ，前述のように，世界の経済大国となったわが国とし
ては，これらのほとんどの役割はすでに終えた。従って産業政策の今後の課題
としては，消費者の視点に立った問題の，市場の失敗・市場を越える問題の解
決に，および発展途上国自らの発展戦略のヒントを提供するものとして，産業
政策の役割が期待されよう。また理論上の問題としては，政府の介入によって
資源配分が効率的になされるかどうか，あるいは介入によって，社会的厚生の
改善がなされるかどうかの動学的解明が残された課題であろう。
産業政策関連年表（『昭和国勢総覧』東洋経済新報社より作成）
年・月 I 立法・行政措置，政府関係省庁による勧告・説得・誘導・計画
1945 • 81ボッダム宣言受諾
・11 GHQ, 持ち株会社の解体に関する覚書（財閥解体）。石油・綿花・塩・食
料の輸入を許可
・12 GHQ, 農地改革に関する覚書（農地改革案）。労働組合法公布
46・ 2 政府経済危機緊急対策を発表し即日実施
• 4 持ち株会社整理委員会令公布施行。経済同友会創立
• 8 経済安定本部，物価庁発足。日本産業協議会結成。経済安定本部設置
・10 臨時物資需給調整法公布施行，産業復興営団法公布，農地調整法改正公布
• 10 金融機関再建整備法，企業再建整備法公布施行
・12 閣議，石炭・鉄鋼重点生産（傾斜生産方式）による経済危機突破対策を決定
47・ 1 復興金融金庫開業（復金インフレ起こる）
・ 2 GHQ, 綿紡績工場能力400万錘まで拡張勧告
• 4 私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律公布。配炭・石油配給・
貿易・産業復興公団法公布。価格調整公団法公布施行
61麟，経済危機突破緊急対策要網を発表（傾斜生産方式強化）
7 経済安定本部，第一次経済実相報告書を発表
公正取引委員会発足。 GHQ,三井物産・三菱商事に解散を指令
・10 公正取引委員会，銀行金利協定を独禁法違反と認定
・12 過度経済力集中排除法公布施行
48・4 日本経営者団体連盟（経団連）発足
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. 5 石炭庁設置法公布施行。経済安定本部，経済復興6カ年計画第一次試案発表
経済安定本部，経済情勢報告書「回顧と展望」発表
• 7 事業団体法公布施行
8 経済調査庁，中小企業庁，工業技術庁発足
・11 GHQ, 企業合理化3原則を発表
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1947・12 GHQ, 経済安定9原則を発表
49・ 3 ドッジ米公使，均衡予算・単一為替レート設定など経済安定策を強調
・ 4 1ドル=360円の単一為替レート実施
持ち株会社整理委員会，三菱化成聡，三井化学工業昧など7社の集中排除指
定取り消しを通達
5 商産業省設置（商工省，貿易庁，石炭庁廃止）
6 日銀政策委員会発足
. 8 食肉など430品目の価格統制廃止
・12 外国為替および外国貿易管理法公布施行。輸出，輸入貿易管理令公布施行
民間自由輸出貿易開始
通産省，「産業合理化審鏃会」設置
50・ 1 輸入貿易管理令公布施行
• 3 シャウプ勧告による各種税法改正公布
• 4 旧日本製鉄株の 4 分割で八幡製鉄昧•富士製鉄株など設立
5 住宅金融公庫法公布施行，国土総合開発法公布
6 産業合理化審議会，鉄鋼•石炭の合理化を答申。外資委員会設置法施行
昭和25年度経済白書「安定計画化の日本経済」発表
• 8 輸入貿昌管理令改正公布施行（自動承認制導入）
• 9 通産省，衣料切符制を廃止
出入国管理庁設置令公布施行
・12 日本輸出銀行法公布施行， 日本輸出銀行設立
51・2 政府，衣料・砂糖など9品目に物価統糖制令を発動
• 3 日本開発銀行法公布施行
. 4 食糧配給，油糧砂日配給，産業復興，価格調整の4公団廃止
5 東京電力昧など9電力発足
8 日独貿易金融協定調印
52・ 1 復興金融金庫廃止（日本興業銀行に発展的解消）
2 通産省，綿紡各社に4割操短を勧告
3 企業合理化促進法公布施行
• 4 日本輸出銀行， 日本輸出入銀行に改称。砂糖の配給統制廃止
• 6 道路整備特別措置法公布施行
• 7 電源開発促進法公布施行
昭和27年度経済白書「独立日本の経済力」発表
8 経済安定本部廃止し経済審議庁設置。国際通貨基金 (IMF)に加盟
9 電源開発昧設立
53• 6 通産省，徳山1日海軍燃料廠を昭和石油腕に払い下げ決定
昭和28年度経済白書「自立経済達成の諸条件」発表
• 8 I産麟資特別会計法公布施行
• 9 独占禁止法改正公布施行（不況・合理化カルテル，再販制容認＇株式保有・
合併の大幅緩和）
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1954・41外国為替銀行法公布施行，関税法公布
• 6 臨時肥料需給安定法公布。硫安工業合理化及び硫安輸出調整臨時措置法施行
公布
• 7 昭和29年度経済白書「地固めの時」発表
• 11 通産省，中小企業安定法により綿・スフ織機の新増設の制限
55・1 閣議総合経済計画6カ年計画を決定
• 2 日本生産性本部設置
. 4 公取委，鉄鋼19社の屑鉄購入合理化カルテル認可
• 5 通産省，綿紡績に12%の操短勧告
• 7 通産省，鉄鋼合理化基本対策を決定
通産省，石油化学工業育成対策を決定。経済審議庁改組し経済企画庁発足
過度経済力集中排除法等廃止法公布施行
昭和30年度経済白書「前進への道」発表
・9 I石炭鉱業合理化臨時措置法施行
公取委，スフ糸合理化カルテルを認可。日本，ガット正式加盟
・12 I石油資源開発昧設立
閣議，経済審議会の答申に基づき経済自立5カ年計画決定 (31~35年度）
56・3 公取委，製麻5社の不況カルテルを認可
• 5 中小企業振興資金助成法公布。百貨店法公布
6 機械工業設備臨時措置法公布施行。北海道開発公庫発足
7 経済企画庁，昭和31年度経済白書「日本経済の成長と近代化」にて「もはや
戦後ではない」と宜言
57・ 1 政府，対米綿製品輸出自主規制措置を発表
• 4 高速自動車国道法公布施行
5 東北開発促進法公布施行
6 電子工業振興臨時措置法公布施行
合成ゴム製造事業事業特別措置法公布施行
• 7 昭和32年度経済白書「速すぎた拡大とその反省」発表
・12 閣議，新長期経済計画（昭和33~37年度）を決定
58・ 2 日中鉄鋼貿易協定調印（鉄鉱石•石炭輸入，鋼材輸出）
3 通産省，鉄鋼業界に厚板・形鋼の操短を勧告
4 日本貿易振興会法公布施行
7 昭和33年度経済白書「景気循環の復活」発表
• 8 通産省，石炭不況対策として，電力用炭引き取り促進と火力発電の重油規制
を関係業界に申し入れ
59・3 I三菱油化棘石油コンビナート第一号として四日市工場設備に火入れ
九州地方開発促進法公布施行
92 
• 4 小売商業調整特別措置法公布
5 日本蚕繭事業団設立
7 昭和34年度経済白書「速やかな最気回復と今後の課題」
わが国の産業政策の経験と課題（浅田）
1959・9 八幡製鉄聡戸畑工場の1,500トンの高炉火入れ
60・ 1 貿易為替自由化促進閣僚会議， 436品目の自由化決定
• 2 大蔵省，渡航・雑送金の為替自由化実施
• 4 経団連． 自由化対策につき政府・国会に建議
四国地方開発促進法公布施行
・6 I外国為替管理令等改正公布施行（資本取引規制緩和）
通産省，第12回通商白書で輸出量戦前水準突破と記述
貿易為替自由化促進閣僚会議，貿易・為替自由化大綱を決定
• 7 繊維工業設備臨時措置法改正公布
• 7 昭和35年度経済白書「日本経済の成長力と競争力」発表
9 石炭鉱業合理化事業団発足
. 1 経済審議会．国民所得倍増計画（昭和36年~45年度）を答申
・12 閣議，国民所得倍増計画を決定
北陸地方開発促進法．中国地方開発促進法を公布施行
61・4 通産省．輸入自由化品目を530品目拡大
5 新技術開発事業団法公布施行
6 産業構造調査会令公布
. 8 日本電子計算機腺設立（国産メーカ 7社共同出資）
7 昭和36年度経済白書「成長経済の課題」発表
. 10 閣議国際収支対策を決定
. 1 畜産物価格安定法公布施行
日米貿易経済合同委員会開催
62・4 I通産省，綿紡指示操短率を36.3%に引き上げ
産炭地域振興事業団法公布
・5 I水資源開発公団発足
新産業都市建設促進法公布
• 7 昭和37年度経済白書「最気循環の変貌」発表，（転型期論争起こる）
• 8 地方産業開発審議会71地区の低開発地城を工業開発拠点として決定
・12 公正取引委員会中形形鋼メーカ21社申請の不況カルテルを認可
63・2 国際通貨基金 (IMF)日本に八条国移行を勧告
836 
. 3 閣議，特定産業振興法案を決定（第43国会に提出し審議末了第46国会で成立
せず．廃案）
中小企業近代化促進法交付
外貨公債発行法公布
・6 I中小企業投資育成株式会社法公布施行
外国為替法改正
・7 I海運業再建整備臨時措置法公布施行
金属鉱業等安定臨時措置法公布施行
閣議新産業都市に13カ所工業整備特別地域に6カ所の指定を決定
昭和38年度経済白書「先進国への道」発表
93 
836 閥西大學「継清論集」第44巻第5号 (1995年1月）
1963. I中小企業基布施行
• 8 日米綿製品輸出取り決め調印（対米綿製品輸出を自主規制）
粗糖など35品目の輸入自由化（自由化率92.1%)
• 10 I外輝議会，円ベース投資企業の増資払い込みなど認可
・11 貿易外取引管理令公布
産業構造調査会，「開放体制下の産業構造」を答申
64・ 1 I第3会貿易経済合同委員会開催
• 3 甘味資源特別措置法公布施行
外国為替及び外国貿易管理法及び外資法を改正する法律公布
産業構造審議会例公布（産業調査会は廃止）
. 41日本IMF8条国に移行， OECDに加盟
• 6 新三菱重工業條，三菱造船腕，三菱日本重工誅と合併し，三菱重工業誅と改
称
繊維工業設備等臨時措置法交布
・7 I肥料価格安定等臨時措置法公布
・10 
工業整備特別地域整備促進法公布施行
林業基本法公布施行
昭和39年度経済白書「開放体制下の日本経済」発表
東海道新幹線開業
65・1 閣議，「中期経済計画（昭和39~43年度）」決定
山陽特殊鋼会社更生法を適用3 
5 
6 
7 
8 ， 
・11 
66・1 
2 
7 
8 
・11 
67・2 
• 3 
6 
7 
94 
公正取引委員会，特殊鉄鋼9者の不況カルテル結成を認可
日銀，山一証券に特別融資発動
山村振興法公布施行
公害防止事業団法公布施行
鉄鋼大手6社，設備調整・粗鋼1割減産の自主調整を決定
昭和4哨三度経済白書「安定成長の課題」発表
公正取引委員会，綿・スフ紡のカルテル結成を認可
閣議，戦後初の赤字国債を決定
日米綿製品協定調印
大蔵省，昭和4哨三の貿易収支は戦後初めて輸出超過と発表
中部圏開発促進法公布施行
昭和41年度経済白書「持続的成長への道」発表
日産自動車棘とプリンス自動車工業誅合併覚書に調印
公正取引委員会，価格協定の疑いで大手家電メーカ臨検
日本開発銀行， 日産自動車蛛に4(}fl貯1融資
国鉄， 5万人の合理化案発表
閣議，「経済社会発展計画」決定
閣議，資本取引自由化方針を決定
石炭鉱業再建整備臨時措置法公布
わが国の産業政策の経験と課題（浅田） 837 
1967・ I昭和42年度経済白書「能率と福祉の向上」発表
特定繊維工業構造改善臨時措置法公布
石油開発公団法公布施行
• 8 I公害対策基本法公布施行
68・3 王子製糸眺本州製紙眺十條製紙聡合併に調印するも公正取引委員会の指
溝により合併中止
・6 I大気汚染防止法公布
騒音規制法公布
7 昭和43年度経済白書「国際化の中の日本経済」発表
8 日米自動車自由化交渉妥結
69・ 3 資本取引第2次自由化実施
• 4 国土総合開発審議会，「新全国総合開発計画」を答申， 5月，閣議決定
• 5 日本国有鉄道財政再建促進特別措置法公布施行
物価安定政策会議発足（物価安定推進会議は廃止）
. 61漁業近代化助成法公布
• 7 農業振興地域整備法公布
昭和44年度経済白書「豊かさへの挑戦」発表
. 9 大蔵省，資本外取引の自由化実施
. 10 公正取引委員会，八幡製鉄眺富士製鉄昧の合併容認
70・3 八幡製鉄昧，富士製鉄味合併，新日鉄昧発足
• 4 物価安定政策会議，過当な行政介入を批判
過疎地域対策緊急措置法公布施行
5 閣議「新経済社会発展計画（昭和45~5岡三度）」を決定
7 昭和45年度経済白書「日本経済の新しい次元」発表
• 9 第3次資本自由化実施
・12 米国務省， 日本製テレビをダンピングと認定
水質汚濁防止法公布
海洋汚染防止法公布
公害防止事業費事業者負担法公布
下請中小企業振興法公布施行
71. 31日本疇産業連盟対米繊維輸出の一方的自主規制を宣言
• 4 自動車製造業など6業種の自由化実施
特定電子鉱業及び特定機械工業振興臨時措置法公布施行
51海洋水産資源開発促進法公布施行
6 政府， 自由化促進，関税引き下げなど総合的対外経済政策に関する基本方針
8項目を決定
産業構造審議会，中間答申発表
農村地域工業導入促進法公布施行
. 71昭和46年度経済白書「内外均衡達成への道」発表
• 8 第4次資本自由化実施
95 
838 関西大學「経清論集」第44巻第5号 (1995年1月）
1971・ 9 I外資審議会，いすゞ自動車と米GM社の資本提携を認可
第8回日米貿易経済合同委員会開催
・10 I残存輸入制限品目の自由化実施
住友石炭鉱業昧の北海道2鉱を閉鎖
・12 I公正取引委員会，粗鋼生産制限のカルテル認可
政府， 日米政府間繊維協定にともなう繊維業界救済を決定
1ドル=308円になる
72・4 公正取引委員会，石油化学12社の不況カルテル結成を認可
• 5 対外経済政策推進閣僚懇談会，輸入・資本輸出の促進など対外経済緊急対策
を決定
・6 I公害等調整委員会設置法公布
工業再配置促進法公布
・s I昭和47年度経済白書「新しい福祉社会の建設」発表
政府，対外貿易黒字縮小のため，ミサイル，濃縮ウラン，ヘリコプターなど
を緊急輸入
・10 工業再配置・産炭地振興公団発足
• 11 第3次円対策の一貫として関税一律20%引き下げを実施
73・2 閣議「経済社会基本計画ー活力ある福祉社会のために」決定
政府，円の変動相場制移行を実施
古川金属鉱業昧足尾銅山閉鎖
5 第5次資本自由化実施
7 通産省，外局として資源エネルギー庁設置
• 8 昭和48年度経済白書「インフレなき福祉をめざして」発表通
• 10 産省，石油元売り13社に灯油の卸売価格の凍結を指示
. 11 閣議，石油緊急対策要網などを決定
公正取引委員会，石油連盟と石油元売り 13社を独占禁止法違反容疑で強制捜
査
. 121石油需給適正化法公布施行
74・ 1 日中貿易協定調印
政府，灯油・液化石油ガスを指定物資とし標準価格を設定
2 公正取引委員会，石油連盟と元売り12社を独占禁止法違反容疑で告訴
6 農用地開発公団設立
• 8 昭和49年度経済白書「成長経済を超えて」発表
・10 通産省，石油備蓄増強5カ年計画を決定
75・ 2 経済対策閣僚会議，第1次不況対策第10項目を決定
3 経済対策閣僚会議，第2次不況対策第12項目を決定
4 総合エネルギー対策閣僚会議設置
96 
6 通産省，家庭用灯油価格に対する行政指導を撤廃
経済対策閣僚会議， 1兆8,000億円の需要喚起を見込む第3次不況対策を実
施
わが国の産業政策の経験と課題（浅田）
1975・ 8 昭和5()±j三度経済白書「新しい安定軌道をめざして」発表
. 9 経済対策閣僚会議，総事業規模2兆円に上る第4次不況対策を決定
・12 政府，電算機の100形自由化実施
石油備蓄法公布
76. 41政府，買占め防止法による生活物資15品目の規制解除を決定
. 5 農林水産業，石油業などの4業種を除き資本自由化完了
閣議「昭和50年代前期経済計画 (51-55年度）」決定
・7 I通産省，プラント輸出拡大のための総合対策を決定
公正取引委員会，大同製鋼， 日本特殊鋼，特殊製鋼の3社合併を承認
• 8 I昭和51年度経済白書「新たな発展への基礎固め」発表
. 1 中小企業事業転換対策臨時措置法公布
運輸省，造船不況対策として造船40社に初めて操短を勧告
7・ 1 政府，中小企業円高緊急対策決定通
• 3 産省，輸出の行政指導強化
• 4 大蔵省，為替管理自由化・緩和措置決定
5 特定不況産業安定臨時措置法施行
7 昭和52年度経済白書「安定成長への適応を進める日本経済」発表
8 公正取引委員会，アルミ製錬の不況カルテル認可
・10 産業構造審議会，アルミ50万トンの設備廃棄などを答申
78・ 1 閣議， GATT交渉の基本方針（関税加重平均42彩引き下げ）決定
839 
大蔵省，外貨預金・金輸出入の自由化など12項目の外国為替管理緩和措置を
発表
21円相場高騰関連中小企業対策臨時措置法公布施行
3 国際収支対策閣僚会議，貿易黒字対策決定（緊急輸入等）
経済対策閣僚会議，内需拡大など経済対策7項目を決定
• 4 石油税法公布施行
• 5 特定不況産業安定臨時措置法公布施行（構造不況対策）
. 6 石油開発公団法改正公布
政府，平電炉，アルミ製錬など6業種を特定不況産業に指定
. 71特定機械情報産業振興臨時措置法公布施行
. 8 昭和53年度経済白書「構造転換を進めつつある日本経済」発表
通産省， 16地域を特定不況地域に指定
公正取引委員会，アルミ製錬業界の不況カルテル認可
・10 I産業構造審議会アルミニューム部会，国内設備の 1/3処分等を通産省に答申
海運造船合理化審議会，造船業安定基本計画（設備の35%削除等）を運輸省
に答申
・11 I特定不況地域中小企業対策臨時措置法公布施行
特定不況地城離職者臨時措置法公布施行
79・ 1 I通産省，石油国家備蓄目標1,000万キロリットルから倍増を決定。日米繊維
協定決着
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840 闊西大學「癌清論集」第44巻第5号 (1995年 1月）
1979. 71産地中小企業対策臨時措置法公布施行
• 8 経済審鏃会，「新経済社会7カ年計画 (54-60年度）」を答申，閣議決定
公取委，事業者団体の活動に関する独占禁止法の指針を発表
昭和54年度経済白書「優れた適応力と新たな出発」発表 • 
・10 閣議，三井イラン石油化学への政府出資を決定（国家事業に格上げ）
80・ 3 産業構造審議会， 80年代の通商産業政策ビジョンを発表
• 5 日米通商協議開催， 自動車等経済摩擦問題討議
8 昭和55年度経済白書「先進国日本の試練と課題」発表
9 通産省， 日産・トヨタ•本田技研工業の各社首/fi,nに対米乗用車輸出の自粛を
要請，了承
-11 I麟構造審議会，「8岬代の産業構造の展望と課題」発表（石油依存度を 50
％以下にする等）
. 12 I対外経済取引の自由化を盛り込んだ新外国為替法を施行
日本国有鉄道経営再建促進特別措置法公布施行
81・ 3 閣議，景気の維持・拡大，物価の安定など，第2次総合経済対策決定
. 4 通産省，「8~代の石油政策ビジョン」をまとめる
5 日米自動車摩擦問題， 80年度から輸出を166万台に抑制する等で日米合意
6 通産省，テクノボリスの建設候補地16地点を決定
通産省，放射漏れ事故発生の日本原子力発電昧に 6カ月の運転停止命令
• 8 I昭和56年度経済白書「日本経済の創造的活力を求めて」発表
・10 経済対策閣僚会議物価安定，均衡ある内需回復，貿易の拡大均衡など，当
面の経済運営方針を決定
・12 経済対策閣僚会議，市場解放・輸入促進などの対外経済政策を決定
82• 1 経済対策閣僚会議市場解放問題苦情処理推進本部の設置
• 3 通産省， 1982年度対米乗用車輸出自主規制台数は168万台と声明
5 政府，市場解放政策第2弾を正式決定
8 公正取引委員会，銀行・証券・保険など16.業種に対する政府規制の緩和を求
める見解を発表
昭和57年度経済白書「経済効率性を活かす道」発表
• 10 I経済対策閣僚会議，内需拡大・不況産業対策など総合経済対策を決定
・12 政府，フランスの日本製VTR輸入制限につき， ガットに提訴することを
EC委員会に通告
.-s・ 1 I経済対策閣僚会議対外経済政策（関税引き下げ，輸入制限緩和など）を決
定
・98 
. 2 I通産省， 1983年度の対米乗用車自主規制台数は昨年度と同じ 168万台と発表
. 4 経済対策閣僚会議，内需拡大・雇用促進対策など1項目に及ぶ今後の経済対
策を決定
・ s I 閣議 198~三代経済社会の展望と指針を決定
公正取引委員会，セメント22社の不況カルテル認可
昭和58年度経済白書「持続的成長への足固め」発表
わが国の産業政策の経験と課題（浅田） 841 
1983・10 I日米両国，ステンレス棒鋼その他特殊鋼3品目の対米輸出割り当て数量で合
意
経済対策閣僚会議内需拡大のための市場解放，輸入促進など6項目の総合
経済対策を決定
84. 21第1回日米円・ドル委員会開催
• 4 日米農産物交渉，牛肉・オレンジの輸入枠決着
経済対策閣僚会鏃，対外経済対策（市場解放・輸入促進，金融・資本市場の
自由化）決定
. 71日本とオーストラリア間の牛肉交渉決着
. 8 昭和59年度経済白書「新たな国際化に対応する日本経済」発表
国鉄再建監理委員会，第2次緊急提言（分割・民営化の方向明示）発表
. 121対渕繍輸出自主規制交渉妥結
85・ 1 日米次官級会議，通信機器・木材・エレクトロニクス・医療品につきMOSS
実施に合意
・2 I日米鉄鋼協議鉄鋼輸出自主規制に関し，対象品目 (6品目）， 期間 (5カ
年）などで合意
• 31通産省， 85年度の対米自動車輸出を230万台に自主規制と発表
・4 NTT, 日本たばこ産業株式会社発足
政府，対外経済対策（アクション・プログラム）決定
政府与党による対外経済対策推進本部発足
・6 I日米円・ドル委員会開催
対外経済対策推進本部，アクション・プログラム第一弾を決定（約720品目
の関税一律20形引き下げ，個別72品目の税率引き下げ・撤廃など）
・7 I対外経済対策推進本部，アクション・プログラムの骨格決定（基準・認証制
度改善，金融・資本市場の自由化計画明示）
• 8 I昭和6岬度経済白書「新しい成長とその課題」発表
• 9 政府，市場解放のアクション・プログラム発表 (1850品目の関税引き下げ・
撤廃）
・10 I政府，国鉄改革のための基本方針 (6分割・民営化）を決定
経済対策閣僚会議住宅建設・都市開発の促進など内需拡大策を決定
・12 I日米円・ドル委員会開催（短期国債の発行単位，ユーロ円債などの規制緩和
などで意見交換）
日米4分野個別協議のうち医療品につき決着
経済企画庁，昭和59年度の 1人当りのGNP初の 1万ドル台のせと発表
86・ 2 I経済構造調整研究会「内需主導への経済構造転換」を求めた報告嘗（前川レ
ボート）を首相に提出
・4 I政府，総合経済対策（電カ・ガス料金値下げによる円高差益1億円の還元な
ど7項目）を決定
81昭和61年度経済白書「国際的調和を目指す日本経済」発表
• 11 日米繊維協定改定交渉， 日本側の大幅譲歩で妥結
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1986・11 日本製工作機械の対米自主規制問題， 日米政府間協議で実質合意
・12 日本・EC委員会閣僚会議開催
87・ 1 政府，オレンジの輸入自由化方針決定
. 2 新日鉄，第4次合理化案 (1万9,000人の人員削減など）発表
. 3 大手造船会社33社，公正取引委員会に不況カルテル申請
米政府， 日米半導体協定違反を理由に， 日本の電気・電子製品数品目に一律
100%の関税をかけると発表
・ s I通産省，東芝機械をココム違反として共産向け輸出の 1カ月停止処分
経済対策閣僚会諮，公共投資5兆円，財政措置6兆円など内需拡大・輸入拡
大の緊急対策決定
. 8 I昭和62年度経済白書「進む構造転換と今後の課題」発表
. 1 金融制度調査会専門委員会，銀行・信託・証券等の垣根撤廃等の最終報告提
出
8・ 2 ガット理事会， 日本に対し農産物10品目の自由化勧告
• 4 米下院，包括貿易法案可決
. 5 閣議，「世界とともに生きる日本一経済運営5カ年計画一」を決定
• 6 牛肉・オレンジに関する日米交渉妥結
牛肉・オレンジに関する日豪交渉妥結
・8 I政府農産物12品目の輸入自由化と市場解放を正式決定
昭和63年度経済白害「内需型成長の持続と国際社会への貢献」発表
・12 I通産省， ココム抵触のダイキン工業を外為法遮反で告発
海運大手のジャパンライン昧と山下新日本汽船味合併合意
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